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	施設名
	佐倉市営自転車駐車場
	団体名（又は

共同事業体名）
	


　以下に掲げる書類等について、必要事項を記入又は作成し、次により提出すること。

（１）原則として、Ａ４用紙縦向き（横書）、文字の大きさは、10.5～12ポイントを基本とすること。

（２）種別「様式」は、市が配布する定型様式により、種別「書類」は、任意様式により提出のこと。

（３）以下の順にファイル等に適宜綴り（糊づけ製本はしないこと）、正本１部・写し○部を提出のこと。
（４）ファイル等に適宜綴られた書類の順に、通しページ番号を記入すること。

（５）提出書類等について、「有無」欄にあらかじめ「✔」（チェック）を記入しておくこと。
	分　類
	種別・No
	項　目
	必須
	有無

	０ 書類一覧
	様式０－①
	申請書類等一覧（本様式）
	○
	

	１ 申請資格
	様式１－①
	佐倉市公の施設指定管理者指定申請書（規則様式第１号）
	◎
	

	
	様式１－②
	誓約書
	○
	

	
	様式１－③
	共同事業体協定書兼委任状（※共同事業体の場合必須）
	※
	

	
	様式１－④
	共同事業体内業務分担表（※共同事業体の場合必須）
	※
	

	
	様式１－⑤
	団体概要書
	○
	

	
	様式１－⑥
	指定管理者からの暴力団排除に関する照会書
	○
	

	２ 事業計画
	様式２－①
	事業計画書
	◎
	

	３ 企画事業
	様式３－①
	企画事業計画書（総括表）
	
	

	
	様式３－②
	企画事業計画書（個票）
	
	

	４ 独自事業
	様式４－①
	独自事業計画書（総括表）
	※独自事業を実施する場合必須
	※
	

	
	様式４－②
	独自事業計画書（個票）
	
	※
	

	５ 収支計画
	様式５－①
	収支計画書
	◎
	

	
	様式５－②
	賃金スライドの対象となる人件費に関する提案書
	◎
	

	６ 運営体制
	様式６－①
	資格等取得状況
	○
	

	
	様式６－②
	人員配置・雇用計画等
	○
	

	
	様式６－③
	一部業務委託（再委託）計画（※業務を再委託する場合必須）
	※
	

	
	書類６－Ａ
	組織図等（団体本部を含めた指揮命令系統及び配置人数を明記）
	○
	

	７ 団体資料
	概

要
	書類７－Ａ
	定款、寄附行為その他これらに準ずるもの
	※法人以外の団体は、規約（必須）
	◎
	

	
	
	書類７－Ｂ
	登記事項証明書（※法人の場合必須）
	
	◎
	

	
	
	書類７－Ｃ
	役員名簿
	◎
	

	
	経

営

状

況
	様式７－①
	決算書要約（過去３年分）
	○
	

	
	
	書類７－Ｄ
	事業報告書（過去３年分）
	◎
	

	
	
	書類７－Ｅ
	損益計算書又は収支計算書（過去３年分）

※社会福祉法人は、資金収支計算書及び事業活動計算書
	◎
	

	
	
	書類７－Ｆ
	貸借対照表（過去３年分）
	◎
	

	
	
	書類７－Ｇ
	財産目録（過去３年分）
	◎
	

	
	
	書類７－Ｈ
	監査報告書（過去３年分）※法定監査を受けている場合
	○
	

	
	他
	書類７－Ｉ
	法人税、消費税及び地方消費税、法人市民税、固定資産税の納税証明書（過去１年分）
	○
	

	
	
	書類７－Ｊ
	その他団体資料[　　　　　]　※提出があればご記入ください。
	
	

	８ その他資料
	書類８－Ａ
	[　　　　　　]※提出があればご記入ください。
	
	


（注　必須「◎」は、条例・規則により、「○」は、募集要項、基準書により提出を求めているもの。）

以下、補足説明（提出不要）

書類６－Ａ　組織図等
・様式は任意です。本施設の管理運営に係る指揮命令系統及び配置人数について、団体本部との役割分担も含めて記載してください。

様式７－①　決算書要約
・株式会社等の法人は、Ａ損益計算書要約とＢ貸借対照表要約を提出してください。
・社会福祉法人は、Ｂ貸借対照表要約とＣ事業活動計算書要約を提出してください。
・独自書式を用いている場合は、独自に３年分の要約を作成してください。
書類７－Ｅ
・社会福祉法人の場合、資金収支計算書及び事業活動計算書は、それぞれ「第一様式（法人単位）」及び「第四様式（拠点区分）」を提出してください。
書類７－Ｉ　納税証明書
・いずれの証明書も、申請時点で取得できる最新の年度のものを提出してください。
・法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書は、その３の３（法人税と消費税及地方消費税に未納の税額がないことの証明）を提出してください。
・法人市民税及び固定資産税の納税証明書は、佐倉市で課税されている場合は佐倉市の発行するもの、佐倉市で課税されていない場合は本部・本社等が所在する市町村（特別区の場合は東京都）の発行するものを提出してください。
・いずれも課税されていない団体の場合は、代表者個人の市町村民税及び固定資産税に係る納税証明書を提出してください。
・共同事業体の場合は、全ての構成団体について上記のとおり提出してください。
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